
平 成 26 年 度
当 初 予 算 額

平 成 25 年 度
当 初 予 算 額

増 減 増 減 率

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

合 計 ２０２億　８３４万円 １６０億７３８６万円 ４１億３４４８万円 ２５．７

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ６億　６０７万円 ４億９４５２万円 １億１１５５万円 ２２．６

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ６６億７６５９万円 ２６億４１２０万円 ４０億３５３９万円 １５２．８

介護サービス事業特別会計 ２億１３０２万円 ２億　９６２万円 ３４０万円 １．６

介 護 保 険 特 別 会 計 １４億３７２６万円 １４億４２９０万円 △５６４万円 △０．４

霊 園 特 別 会 計 ５６３万円 ４３３万円 １３０万円 ３０．０

用 地 取 得 特 別 会 計 ４５３２万円 ４５３２万円 ０万円 ０．０

１７万円 ０万円 ０．０

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ６億３９１０万円 ６億６２４８万円 △２３３８万円 △３．５

土 地 造 成 事 業 特 別 会 計 １７万円

１９億２６４３万円 １９億６１２５万円 △３４８２万円 △１．８

後期高齢者医療特別会計 ２億６４４６万円 ２億４８６９万円 １５７７万円 ６．３

※水道事業会計並びに病院事業会計につきましては、地方公営企業会計制度の見直し（退職手当引当金の一括計上など）
により、経営状態に変化はないものの、数字が大きく増加しております。

平成２６年度の予算の概要

会 計 区 分

　３月開会の赤平市議会第1回定例会において平成２６年度の各会計予算が可決されました。
新年度の予算は、「赤平市財政健全化計画（改定版）」等を踏襲しつつ、第５次赤平市総合計画の
後期実施計画のスタートにあたり、これまで実施できずにいた市立赤平総合病院の病棟建替事
業、赤平消防署消防総合庁舎建設事業、さらに人口減少対策に向けた新規事業を含め、産業振
興・少子化対策・住環境整備の３つの重点プロジェクトを中心とした諸施策を予算化しました。
　また、赤平市は本年市制施行６０周年を迎えることになり、記念式典や各種イベントの拡大、少
年スポーツ教室・コンサートなどを開催するための予算を計上しました。

一 般 会 計 ８３億６３３８万円 ３０９１万円 ０．４８３億９４２９万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計



平 成 26 年 度 平 成 25 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

市 税 ８億５８７６万円 １０．２ ８億７２１５万円 △１．５

地 方 譲 与 税 ６５４７万円 ０．８ ６６６６万円 △１．８

利 子 割 交 付 金 １７０万円 ０．０ １７４万円 △２．３

配 当 割 交 付 金 １７４万円 ０．０ １０６万円 ６４．２

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 ３０万円 ０．０ １９万円 ５７．９

地 方 消 費 税 交 付 金 １億５７７７万円 １．９ １億３２８１万円 １８．８

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ６３７万円 ０．１ １４５７万円 △５６．３

地 方 特 例 交 付 金 １８１万円 ０．０ ２０２万円 △１０．４

地 方 交 付 税 ４１億３６６２万円 ４９．３ ４０億　７０９万円 ３．２

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １００万円 ０．０ １００万円 ０．０

分 担 金 及 び 負 担 金 ６２４５万円 ０．８ ６４２７万円 △２．８

使 用 料 及 び 手 数 料 ４億１１３３万円 ４．９ ４億２９６２万円 △４．３

国 庫 支 出 金 １１億４４９３万円 １３．６ １２億６２６３万円 △９．３

道 支 出 金 ３億７２１２万円 ４．４ ４億　４７１万円 △８．１

財 産 収 入 ２４６６万円 ０．３ ２５８１万円 △４．５

寄 附 金 ０万円 ０．０ ０万円 ０．０

繰 入 金 ４億　５７３万円 ４．８ ３億８０１１万円 ６．７

繰 越 金 ３０００万円 ０．４ ３０００万円 ０．０

諸 収 入 ６１５２万円 ０．７ ９７１６万円 △３６．７

市 債 ６億５００１万円 ７．８ ５億６９７８万円 １４．１

総 合 計 ８３億９４２９万円 １００．０ ８３億６３３８万円 ０．４

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

構 成 比 増 減 率区 分

一般会計予算の内訳（歳入）

　市税の個人住民税が平成２６年度からの復興税を含め、ほぼ横ばいとなったものの、
法人市民税並びに固定資産税が減少し、市税全体では前年度比１，３３９万円（△１．
５％）の減少となり、地方交付税は、普通交付税で前年度比７，９５３万円（２．４％）の増
加、特別交付税で前年度比５，０００万円（６．７％）の増加となり、臨時財政対策債を含
めた地方交付税総額としては、前年度比１億２，１７６万円（２．９％）の増加となった。ま
た、財政調整基金繰入金は前年度比１，９３１万円（５．２％）の増加となっています。



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税などの市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税などの一部が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームや保育所などに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借り入れることによって負う
債務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



平 成 26 年 度 平 成 25 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

議 会 費 ６４３４万円 ０．８ ５４８１万円 １７．４

総 務 費 ２億１３８９万円 ２．５ ３億４８６８万円 △３８．７

民 生 費 ２１億６１８４万円 ２５．８ ２１億１４７２万円 ２．２

衛 生 費 ４億２１９９万円 ５．０ ４億１２４９万円 ２．３

労 働 費 ３５１万円 ０．０ ５０３万円 △３０．２

農 林 水 産 業 費 ９７０５万円 １．２ ９１６９万円 ５．８

商 工 費 １億４８４７万円 １．８ １億５０７８万円 △１．５

土 木 費 ７億２２５７万円 ８．６ ７億２３７０万円 △０．２

消 防 費 ４億２９２９万円 ５．１ ９０６８万円 ３７３．４

教 育 費 ３億５６５５万円 ４．２ ４億　４９６万円 △１２．０

公 債 費 ９億３６２３万円 １１．２ ８億９２６９万円 ４．９

諸 支 出 金 １６億７４８９万円 ２０．０ １７億　７９９万円 △１．９

職 員 給 与 費 １１億４３６７万円 １３．６ １３億４５１６万円 △１５．０

予 備 費 ２０００万円 ０．２ ２０００万円 ０．０

歳 出 合 計 ８３億９４２９万円 １００．０ ８３億６３３８万円 ０．４

○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。 （歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

　総務費は、戸籍データ作成やズリ山展望広場整備工事の終了などにより、前年度比
で１億３，４７９万円（３８．７％）減少し、教育費は、住友赤平小学校と平岸小学校の統
合などにより前年度比４，８４１万円（１２．０％）の減少となっています。また、消防費に
ついては、本年４月から滝川地区消防広域事務組合に加入するため、建設事業含め３
億３，８６１万円（３７３．４％）の増加となっています。



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



平 成 26 年 度 平 成 25 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

人 件 費 １２億１９１４万円 １４．５ １４億　９４９万円 △１３．５

物 件 費 ８億６５１２万円 １０．３ ９億８７５０万円 △１２．４

補 助 費 等 １５億　６２６万円 １７．９ １０億４７６３万円 ４３．８

扶 助 費 １７億　８５７万円 ２０．４ １７億５４５４万円 △２．６

普 通 建 設 事 業 費 ６億５０３９万円 ７．７ ６億８８２９万円 △５．５

維 持 補 修 費 ３億　２３３万円 ３．６ ２億８７３６万円 ５．２

公 債 費 ９億３６２３万円 １１．２ ８億９２６９万円 ４．９

積 立 金 ２４１万円 ０．０ ２４１万円 ０．０

投 資 及 び 出 資 金 １億９７８８万円 ２．４ １億７９６６万円 １０．１

貸 付 金 ２５１１万円 ０．３ ３４７２万円 △２７．７

繰 出 金 ９億６０８５万円 １１．５ １０億５９０９万円 △９．３

予 備 費 ２０００万円 ０．２ ２０００万円 ０．０

歳 出 合 計 ８３億９４２９万円 １００．０ ８３億６３３８万円 ０．４

○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。 （歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

　人件費は本年４月から滝川地区広域消防事務組合に加入することにより、消防職員
の人件費が補助費等に移行となり、前年度比１億９，０３５万円（１３．５％）の減少、補
助費等が前年度比４億５，８６３万円（４３．８％）の増加となり、普通建設事業費は赤平
消防署消防総合庁舎建設事業の増加はありますが、前年度比３，７９０万円（５．５％）
の減少となっています。なお、一般会計では減少していますが、市立赤平総合病院の
病棟建替事業等により、市全体としては、前年度比２２億５，０５８万円（２６９．７％）の
増加となっています。



※　用語解説

人 件 費
職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険
料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金 一般会計から特別会計や、企業会計へ繰り出すための費用です。


